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1 H30.4.24 H30.5.8
有明アリーナ(仮称)(27)新築工事及びオリンピック
アクアティクスセンター(仮称)(27)新築工事に係る
建設業退職金共済制度加入届一式

26 1 1 印影：偽造等による犯罪予防のため

財務局建築
保全部オリ
ンピック・
パラリン
ピック施設
整備課

2 H30.4.25 H30.5.9

土地売買契約書（２０財財活第８２４号）
土地の売払い及び売買契約の締結並びに土地所有権
移転登記の嘱託について（八丈島八丈町三根３４８
７番１ほか３筆）
（全部事項証明書、地図に準ずる図面は除く）

30 1 1
これらの情報を開示することで取引に関わった特定の個人を識別することができるもので
あるため

財務局財産
運用部活用
促進課

3 H30.4.26 H30.5.10
都立八王子地区第二特別支援学校(仮称)(29)新築電
気設備工事　別紙明細書 及び 見積比較表

41 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

4 H30.5.8 H30.5.14
建築工事積算標準単価表（平成30年4月1日付）
電気設備工事積算標準単価表（平成30年4月1日付）
機械設備工事積算標準単価表（平成30年4月1日付）

770 1 1
(７条３号)法人が発行する刊行物に掲載されている価格情報は、法人が著作権を有してい
るが、この価格情報から引用した単価が公になり、広く流布された場合、法人の競争上又
は事業運営上の地位その他社会的地位が損なわれると認められるため

財務局建築
保全部技術
管理課

5 H30.5.8 H30.5.14
建築工事積算標準単価表（平成29年4月1日付）
電気設備工事積算標準単価表（平成29年4月1日付）
機械設備工事積算標準単価表（平成29年4月1日付）

763 1
財務局建築
保全部技術
管理課

6 H30.5.9 H30.5.14

平成29年4月1日付
建築工事積算標準単価表
電気設備工事積算標準単価表
機械設備工事積算標準単価表

763 1
財務局建築
保全部技術
管理課

7 H30.5.10 H30.5.15
足立区保木間三丁目２３６６番３、同２２７０番８
及び同２２７０番９を含む都有地区画図　完結年月
日　昭和６０年９月３０日。

4 1
財務局財産
運用部活用
促進課
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8 H30.5.11 H30.5.16 平成28年度官公需契約実績額等取りまとめ表 1 1
財務局経理
部総務課

9 H30.3.30 H30.5.21
平成29年4月　積算標準単価（建築工事、電気設備工
事、機械設備工事）

5976 1
財務局建築
保全部技術
管理課

10 H30.5.17 H30.5.21
東京都公文書館（29）改築空調その他設備工事の別
紙明細書、共通費算定書及び見積比較表

85 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

11 H30.5.18 H30.5.25 平成30年度定期購読図書類の年間登録一覧表 10 1
財務局経理
部総務課

12 H30.5.15 H30.5.25 平成30年度定期購読図書類の年間登録一覧表 1 1
財務局経理
部総務課

13 H30.5.14 H30.5.28

(1)○○式呼気中アルコール測定器　○○取扱説明書
（○○株式会社作成）
(2)平成29年アルコール測定器点検成績書（○○株式
会社作成）

1
実施機関では当該機器を保有していないため、請求に係る文書は、作成及び取得しておら
ず、存在しないため。

財務局経理
部総務課

14 H30.5.14 H30.5.28

(1)○○式飲酒検知器○○型使用説明書（○○株式会
社作成のもの）
2005年４月25日に警視庁から開示決定実績あり
(2)取扱説明書　○○式呼気中アルコール測定器　○
○株式会社作成のもの
2005年11月25日に警視庁から開示

1
実施機関では当該機器を保有していないため、請求に係る文書は、作成及び取得しておら
ず、存在しないため。

財務局経理
部総務課
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15 H30.5.17 H30.5.30
都立八王子地区第二特別支援学校(仮称)(29)新築空
調設備工事　別紙明細書、共通費算定書 及び 見積
比較表

92 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

16 H30.5.16 H30.5.30

担架を増加させていない場合、その理由と、災害発
生時に障害を持つ職員の安全をどのように確保する
のか。来庁された方が２人以上の下肢障害者であっ
た場合どのように避難させるのか。安全衛生委員会
で検討されていた場合、その議事録を各局等に回答
していただきたい。

1
本庁安全衛生委員会では、当該案件について検討した記録はなく、請求に係る文書は、作
成及び取得しておらず、存在しないため。

財務局経理
部総務課

表の見方 

＜決定区分＞ 

 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにすることで、非開示情報を開示してしまうことになるためあるかないかを明らかにしない）のうち、該

当する項目に「１」を記入しています。 

＜（根拠規定）条例7条＞ 

 ・一部開示及び非開示について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのか、該当する項目に「１」を記入しています。 

  東京都情報公開条例第７条第１号：法令秘情報 

              第２号：個人情報 

              第３号：事業活動情報 

              第４号：犯罪の予防・捜査等情報 

              第５号：審議・検討又は協議に関する情報 

              第６号：行政運営情報 

              第７号：任意提供情報 

              第８号：特定個人情報 

              第９号：死者の個人番号 
 

＜公文書の件名＞について 

 ・特定の個人名、法人名又はそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。 

 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 

＜総枚数＞について 

 ・他の開示決定と一体として決定を行っている場合は総枚数欄が空欄になります。 


